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集計バランス項目，小計（55－57＞ 58δ… δ1・・ δ… δ13L δB9 δ1・・ δ国 δ・．巳 h9δ↓・ δ．5 o
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　ユヨ　　　　 　　 　　　　（4＞δloo＋Tloo＋Bioo＋（W31，10。＋W32，100）＋ΣXi，，100＝ΣX。1、＋ΣC。j＋A。
　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝1　　　　　　　　　hこ101　　　　　j＝＝131
　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　 　 　 　 　ユヨ　　 　 　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　 　　　ユヨ（5｝δ・＋T・＋T“・＋B・嘱W・h＋甚詳・h一轟・一loo・・零曾一・o・・＋諏1－10・・＋
　Lh一一ユoo＋Ak．ユoo＋SI、＿ユoo，（h＝101，IO2，…，！30）
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　またバランス原則（皿）（皿）により
　　　　　　　　　　　　　　ヨむ｛6）δj＋Tj＋Bj一ΣRl汁ΣCkl＝o，（j司31，132，…139）
　　　　　　　　i＝31　　　k＝0
　　　　　　　（7）δ9＋Bg＋ΣJk9＝o，（9＝140，141，…，148）
　　　　　　k＝1
　　　　　　｛8＞δ149＋ΣLk－o
　　　　　k＝1
　　　　　ヨむ　　　　　ユヨ　　　　　　ユ　　　　　　　　
（g｝δ151＋．ΣA，一ΣBh＋ΣBj＋ΣBg
　　　　k＝O　　　　　h＝＝IOO　　　j；131　　　．g＝140
　　　　　　　　　　　　　ユヨむ　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　ユ　
｛10）δ］60＋S38＋Σ二Sk＝ΣT，、÷ΣTj＋ΣTg＋ΣT＊，、
　　　　　　　k＝2　　　　h＝＝100　　　j＝：31　　g＝＝140　　　h需101
　　ユ　　　　　　　ユ　
（11）ΣWii，一ΣRli　・・　o，（i＝31，32，…，37）
　　11＝131　　　　　　　　j＝131
　　　ユ　（12）　一ΣRj，38＋S38＝o
　　　j＝131
を得る。（4）は（列No．100の列和）一（行No．0の行使）の式であり，ここに
Xo，iO。がないのはそれが定義によって恒金的にゼロだからである。（5）は（列
No．h¢）受頭）＝（行No．h－100の行和）　（h　・＝　101，102，…，130）から導かれ
こうして（4×5）はバランス原則（工）の適用例である。（6）はバランス原則（皿：）に
より，　（列No．jの列和）＝・・o（1－131，132，…，139）を，そして（7）は同じく・列
No．g　・＝　140，141，…，148についての関係を，さらに（8）も同じく列No．149につ
いて列和＝oを，表わしている。（10×11）はバランス原則（工）にかえって，それ
ぞれ（列No．！51の列和）一（行No．51の行和），（列No．160の列和）＝（行
：No．60の十和）を表わす。　aD（12）は原則（五）により行No．i（i－31，32，…38）の
三和＝0から得られる。ここで
U3）R．，　・＝　£Rji（i＝31，31，32，…，38）
　　　　j＝正31
と定義すれば，㈲（12）は
　　　　ユ　・（14＞R．i＝ΣW，，、（i＝31，32，…，37）
　　　　h＝100
（15）　R．3s＝＝S38
．となる。以上で表からの読み取りは完了する。
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　次に最も単純な理論仮説に基づいて，技術関数と行動関数が作成される。
すなわち関数はすべて第1次接近としてリニアーと仮定され，：不変の係数パ
ラメータは記号にプライムを1個一一必要なら2個一をつけて示される。以下
順次提示して行こう。
（16）Xkh＝X’khXl、（k＝1，2，…，30；h＝＝　101，102，…，130）
これは30セクターにわたる周知の線型投入・産出関係式（生産関数）を表わ
し，X’kl，は不変投入係数にほかならない。注意しなければならないのは，（1＞
（2）から明らかなように，X／kl、を定義するXhが間接税マイナス補助金ベー
スで計測されており，、したがってあらゆる財・サービスが要素費用でなく市
場価格で評価されているということである。かりに生産セクターNo．kに対
する補助金が増加すると想定する場合，予想される直接効果はこのセクター
の生産物価格の下落であろう。実際に価格低下が起れば，（1）におけるSk－T＊一
100＋k以外の諸項は総額で補助金増加に見合うだけ減少する。しかし，そこで
は物的生産条件がなんら変化していないから，　この減少は実物的条件変化を
反映するものではなく，　したがってこの不変性を明示するためには（1）に含ま
れるSkを相応に増加させることによってこの減少を相殺する必要がある。
こうすることによってXkをできる限り実物的・技術的概念に近似させ得る
のであり，したがってまた働により定義されるX／khも技術係数としての妥当
性を増そうというわけである。
（17）Xk，1。o＝X／k，160X．100
ただしここに
　　　　　　（18）X．loo＝ΣXk，1。o
　　　　　］c：：＝1
と定義しており，政府経常勘定の財・サービス購入総額である。一般政府に
ついては生産セクターとちがってかように仮定される。すなわち被乗数が（16）
では総生産額Xhであるのに対して（17）では部分列和であり一けだし政府投
入は政府の販売によってではなく全く別種の原理によって決定されるから
一，X／k，100はかくて政府経常勘定総支出の部門別：支出への配分係数となつ
　　　　　　　　　　　　　　　一14一
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ている。
（19）Ckj；C／kjRj十C”kl（K＝1，2，…，30；j＝131，132，…，139）
ただしここに
⑳　Rj＝Rj．一Tj
②）R、．一当Rji（1＝：131，132ド”・139）
　　　　i＝31
である。⑲は家計グルーフ。No．」の財No．　kに対する消費需要を与えるエン
ゲル関数である。Rjは家計グループNo．jの可処分所得総額だからである。
しかし同じ関係を政府販売物について仮定しないのは勿論である。
（22｝　Jkg講Jkg／Jg　（k＝O，1，…　，30；g＝140，141，…，148）
いうまでもなくこれは投資関数である。ただしここに
　　　　　（23）Jg＝ΣJkg＋Bg，（g＝140，141，…，148）
　　　　lC＝O
であり，投資カテゴリーNo．gの総投資を表わす。特に
（24）　ア。E；・’O　（g＝140，141，…，148）
に注意する必要がある。政府販売物に対する投資需要がないという自明の仮
定である。
〔25）Wil、＝Wih／Xl，一］o｛，（i＝31，32，…，37；h＝101，102，…130）
要素所得は生産セクターの総生産額に比例するという比例分配仮設であり，
⑬とアナロガスな本源要素投入係数不変の技術的仮定が背景にあると考えら
れる。
（26）Wi，1。o＝W／i，1。oX．100（i＝31，32，…，37）
政府部門内での要素所得分配関数である。
（27｝　Rst　＝＝　R’iiR．i（i＝31，32，…，38；j一：131，132，…，139）
これは所得変換構造を決定する。
〔28）B1、＝B’hXl、（h一・　101，102，…，130）
セクター別輸入需要関数である。ただし政府については
〔29）BエoD＝B’100X．100
が仮定される。
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〈30）　B」：：：；B’jRj＋B”j　（j＝131，132，…，！39）
これは消費者の直接輸入需要を与えるエンゲル関数である。
〈31）　Bg＝＝B’gJg　（g＝1，40，141，’”，148）
は直接輸入に対する投資需要関数である。
　以上をもってモデル構成は完了する。
　さて，方程式数は（1）（2）が31本ずつ，（3×4）が1本ずつ，（5）が30本，（6）（7）歩9
：本ずつ，（8）（9）（10）が1本ずつ，aDが7本，⑫が1本，（13）が38本，｛14）が7本，（！5）
が1本，（16）が900本，（17）が30本，（18）が1本，（19）が270本，㈱⑳が9本ずつ，（22）
が279本，（23）が9本，｛25｝が210本，（26｝が7本，｛27〕が72本，〔28｝が30本，〔29｝が1
本，（30×31）が9本ずつ，計2012本であり，変数は，Xl，t、が961個，　Ckjが279個，
Jg　270個，　Lkが30個，　Ak，S，（S38を含む）が31個ずつ，　Xk，T版が30個ずつ，
Wihが217個，　Rj，が72個，　B，が49個，　T，、が40個，　Jgが9個，δhが52個，
X．10。，Bが1個ずつ，　R」．が9個，　R．iが8個，4、が31個，計2151個であ
る。かくてオスロ・メディアン・モデルは2151個の変数間の2012本の線型関
係式体系として設定されたことになる。
皿分析用モデル
ユ　核システム：理論モデル
　1［．3においてメディアン・モデル体系far　2，000個を優に超える変数間の
かなり大規模な関係集合として要約したが，メディアン・モデルの本来目的
である政策策定分析がかような線型連立方程式体系の直接的な数学解を導出
するという方式において行なわれるわけではない。変数集合と方程式集合は
当面する政策目的にてらして重要と判断される部分集合とそうでないものと
に多かれ少なかれ，おのずから分れるであろうから，有効な分析方法として
は前者を陽表的・直接的に，そして後者を陰伏的・間接的に表現するような
形式へ体系全体を縮約・還元し，その結果としてのシステムに対して政策分
析を加えるという方向が示唆されるべきであろう。かような縮約化がメディ
　　　　　　　　　　　　　　　一16一
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アン・モデルではいかに行なわれるかを観察する必要がある。
　まず，以上の関係式体系のなかで生産セクターが生産する30種の総生産物
を定義する（1）に注意しよう。生産の技術構造（16），消費者需要㈲，要素所得形
成構造〔2励，所得変換構造四と（1）とを綜合すれば，諸生産セクターにおける生
産水準が輸出，在庫増加，諸生産セクターにおける投資，政府の経常勘定活
動と投資活動，直接税と間接税，補助金にいかに依存するかを明らかにする
方程式システムが得られる。すなわち（1）に上記の諸関係を代入すれば，30個
のセクター生産額Xk（k・＝＝1，2，…30；または定義によってk＝101，102，…，
ユ30）と30個のdk（k＝1，2，…，30），　S38（政府の年金・社会保険給付支払額）
1個，8個のJg（g＝141，142，…，148），J14。（政府投資）1個，9個のT」
（j・・13ユ，132，…，139）　（家計への直接税），X．100（政府経常勘定の生産セク
ターからの財・サービス調達額）1個の都合80個の変数を含む30本の独立な
1次方程式から成るシステムが得られる。このシステムを構成する方程式を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜12＞ブリッシュは「核方程式」　（kernel　equation）とよぶ。これにちなんで核方
程式から成る当面のシステムを「核システム」とよぶことにしよう。
　核システムでは方程式数と変数個数とが一致するから，Xk以外の50佃の
変数を外生的に数値決定可能なベーシス変数，Xkを核システムを通じて内
生的に数値決定される従属変数とみなして体系を解くことができる。つまり
核システムは自由度50の線型体系である。　したがって50個のベーシス変数値
を指定すれば，核システムを通じて30個のXkが決定され，さらにインター
フロー表のその他の諸変数の大部分もその他の定義的関係式および技術式，
行動式を通じて継起的に数値決定されるわけである。30個の生産水準を内生
変数として含む30本の方程式が核方程式と称されるゆえんである。
　核システムの誘導プロセスを跡づけておこう。（16）（17＞（18＞（19＞（20）（21）（22）〔23）〔24）を（1）1こ
代入すれば，
　　　　　　　ユ　｛32）X’k．1。aX．100＋ΣX／khXh，
　　　　　　　11＝＝101
＜工2＞　Frisch〔1〕，81　AO　一一ジ。
一17一
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　　エ　　　　　　　　エ　
（33）ΣC’klR」＋ΣC”kj
　　j＝13正　　　　　　　　　　　j＝：i31
　　ユをき
（34）ΣJ／kgJ、
　　9＝140
という諸項を含む方程式に縮約され，（32×34）は上記のベーシス変数群，従属変
数群のみを含む形式にすでに還元ずみであるが，㈱はそうではない（R」を含
む）ので，（2①⑳を用いてこれをさらに修正すれば，爾の初項は
　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユヨ　　　　　　　の
（35｝ΣC’kj（ΣRjrTj）コΣC／kj（〔ΣR／jiR．i〕一Tj）
　　j＝131　　　　i＝31　　　　　　　　　　　　　　　j；ユ31　　　　　　i＝31
となる。⑬⑱を用いてR．iを消去すれば
　　ヨ　　　　　　　ヨ　　　　エヨ　
（361ΣC’kj（〔ΣR／jiΣWi11〕＋R’j，3sS3s－Tj）
　　j＝131　　　　　i＝31　　　h舗100
さらに（25｝（26）を用いてWil，；を消去すれば，
　　ユさ　　　　　ヨア　　　　　　　　　　　　　　　ユヨロ　　　　　　　　　　コ　
（37）ΣC’kj〔ΣR／ji｛W／i，1。GX．10G＋ΣW’ihXh｝〕＋ΣC’kl（R’j，3s－T］）
　　j；131　　　　i＝31　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h＝101　　　　　　　　　　　　j＝131
定義によってXloo→．j＝＝Xj（j〒1，2，…，30）であるから，（37）はベーシス変数と
従属変数のみを含むことになる。かくて舩図β7）と
レ撫瓦・ekll　・一｛1：蓋；且・
を用いれば，α）は結局
　　ユ　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　ユヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　ヨア
（38〕〔ΣC”kl〕＋Σ〔K’kl、一ekl、＋ΣΣC！klR／jiW／il、〕Xh＋O（ノ1、，io。十ΣΣC！kjR’jiW’i，100）
　　」＝130　　　　　　　　　h二101　　　　　　　　　　　　　j＝131　i＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j＝131　i；1
　　　　ユ　　　　　　　　　　　ユヨむ　　　　　　　　　　　　　ヨ
　X．1Go一Σ〔C’kj〕T」＋〔ΣC’kjR’j，3B〕S38＋Σ〔J撮〕Jg；o（k＝　1，2，…，30）
　　　j＝131　　　　　　　　　　j＝1　　　　　　　　　　　　　9；＝140
（謝の〔〕内はすべて誘導型パラメータであり，不変であるから，純粋線型
システムを表わしているわけである。
　この核システム（38）の特徴を見てみよう。第1に，それは既述のようにベー
シス変数の関数として内生変数Xk（k・＝1，2，…，30）を表現可能なら・しめ，し
たがってシステム内の方程式の任意の1本が仙に従属する場合にはXkの1
つをベーシス変数化するのでなければXkのどれもが決定できないという意
味において閉じている。第2に，それはインターフロー表のすべての変数を
陽画形式では含まないとの意味において縮約型であるということはすでに指
　　　　　　　　　　　　　　　一18一
回したごとくである。たとえば総可処分所得
　　　　エ　　　　　ユヨ　
（39）R＝ΣRj＝Σ（Rj，一Tj）
　　　j＝131　　　　j＝131
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とか（3）で定義された総輸入Bなどは核システムに含まれないから，（38｝を通じ
て少なくとも直接的には決定され得ない。
2　附属システム：政策モデル
　ところで政策目的として政府なり政策当局が価値判断の対象とする変数
はt38／を通じて表現され，あるいは解き得る諸生産セクターの総生産額からの
み成るというような場合はほとんどなく，むしろ賃金依存家計グループへ帰
着する所得総額などのようなXk以外の変数であることが圧倒的に多い。換
言すれば，舳で説明されるXkはかような政策目標の達成を媒介する中間項
としての役割をになう場合の方が一般的であると云えよう。こうした価値判
断を含む問題をもっとi葺接的に扱かうには問題の価値判断心材となる集計諸
変数を特に抽出して，それらもベーシス変数表示し得るように核システムを
拡大する必要があると云える。これを行なう方法をブリッシュは「特別挿入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈13＞法」　（ad　hoc　method　of　parentheses）と称している。
　メディアン・モデルで用いられているこの方法の概略はおよそ次のごとく
である。第1ステップとして価値判断材料となる6個の付属変数（accessory
variable）B，　R，　R131＋R132（家計No．131，132の集計可処分所得），R133＋R134
（家計No．133，134の集計可処分所得），　R135＋R136＋R137（家計No．135，136，
137の集計可処分所得），R13B＋R13g（家計No．138，139の集計可処分所得）と
6本の附属方程式（accessory　equatiGn）を追加する。したがって自由度一
50一一は不変である。こうすることによってはじめて政策（ベーシス変数）・
目標（附属変数）の関係システムが得られる。
　附属方程式の導出は次のごとくである。（3）の右辺に姻29×30）（3！）を代入すれば
（Xi，X2．…，X3。），X．10。，（Ji4G，Ji4i．…，Ji4g），　（R131，R132，…，R13D）だけが残る
＜13＞　Frisch〔1），32ページ。
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ことになる。（X1∴・，X30），X．lo。，（Jr40，…，J148）は核システムに既存のもので
あり，また（R131，…，R13g）は（38）を導出した際にとった手続を再度用いてベー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜14＞シス変数・核変数表示の式に変換可能である。したがって（3｝でB以外はすべ
て80個のベーシス変数・核変数となり，かくてBの追加に対してベーシス変
数・核変数表示された（3）が1本新たに加わる。bぎに1個の変数とみなされ
たR131＋R132も同様にして80個の核変数表示され得る，等々。かくして附属
システムを加えた1948年データによる拡大核システムの計測結果が報告され
　　　〈15＞ているが，鷹大な表になるのでスペースの関係で掲示しない。　しかし念のた
めその形式上の特徴を一般化して特記すれば，次のようであり，またそうあ
らねばならないのは明らかである。
　（i）核方程式に．は核変数とベーシス変数のみが現れる。したがって附属変
数の係数行列はゼロ行列である。
　（ii）　附属方程式には核変数とベーシス変数に加えて附属変数が現れる。
　（iii）　附属方程式における附属変数の係数行列は単位行列である。
　かようにして得られた拡大核システムを一般記号を用いて表現しなおせば
　　　　　1（40＞ai。＋：1！aljx」＝O（i－r，　s，…，t）
　　　　」＝R
ここにi・＝（r，s，…，t）は方程式の番号，1一（R，　S，…，T）は変数番号，LXjは
核変数，ベーシス変数，附属変数である。㈹は拡大核システムの「標準形
　　　　　　　　　　　　　　＜16＞式」　（standard　form）とよばれる。メディアン・モデルではiの総数は36，
jの総数は86である。k一（u，v，…，w）をベーシス変数の番号とすれば，当面
の場合その総数は50である。（40）を
　　　　　　　　　　　　　　　・㈲　Σ　　　　　aijXi＝ai。一Σaik　tk，（i＝r，S，…，t）
　　」＝R，…）u，…W（…，T　　　　　　　　　kltu
と改める。ここに）U，…，W（はU，…，Wの除外を意味するものとする。㈹の左
辺の係数行列をaijとし，その逆行列をa弄1とすれば，㈲は
　〈14＞　ここに核変数とは核システムにおける従属変数Xkhを意味するものとする。
　＜ユ5＞　Frisch〔1〕における表（6－1）がそれである。
　＜16＞　Frisch〔1〕，23ページ。
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　　　　　　　　（42）　xj＝bj。＋Σbj，、xl、（j＝R，…）u，…，w（…，T）
　　　　　　k＝u
となる。ただし，ここに
b、。一・　一圭。貢1a、。（j－R…）u，…w（…め
　　　　i『「
　bjk＝一Σa弄1aik（j＝R，…）u，…，w（・・，T；k　・＝　u，v，…，w）
　　　　i＝r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈17＞である。＠2）を「ベーシス形式」　（basis　form）の拡大核システムという。　こ
れは「プログラミング形式」のシステムとも云えるだろう。というのは（42）を
制約として別途計測された選好関数の最適化をはかるという数理計画法の適
用段階が政策策定作業の1ステップとして必要とされるからである。
3　補完システム：インターフロー表補充モデル
　これまでの拡大核システムでは，しかしながら，（4）一⑳が全く考慮にいれ
られていなかったことをここで想起しなければならない。（4）一（10）はインター
フロー表からバランス原則によって読みとれられた関係式であるから，以上
のままでは下表の内容をすべてつくしたことにはならない。政策効果を表の
行構成・列構成の両面にわたって完全に分析しつくすには，かくて金融バラ
ンス項δを中心とする諸成分に考察を加えなければならない。
　（4＞一（10）は計52本の方程式を含む。しかし，これらはバランス原則によって
導出されたものであるから，せいぜい5ユ本が独立で残りの1本はこれらに従
　　　　　　　　　く18＞属しているはずである。対称性を保つために全方程式を論じるけれども独立
なものは51本であることを念頭においておく必要がある。ともあれ52本の方
程式においてこれまでに扱ってきた86個の変数を含むか又は（38）と同様にして
これら86変数のうちの任意のもので表現可能である項をとり出して右辺に移
せば，（4＞一（10）は左辺が次のようになる方程式に変る。
　　　　　　　　　　　　　　　　（43）δ10G＋Tioe一ΣXo，h一ΣCo，j・＝：
　　　　　　　h＝ユ01　　　　　」＝131
　＜17＞　Frisch〔1〕，27ページ。　「標準形式」，「ベーシス形式」という用語はフ歩
　　　ッシュが数理計画論で用いているものである。
　＜18＞　Frisch〔1〕31ページ。後段の國に続く議論を参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　一21一
　400
（44）　　δ10エ＝
（45＞　δh＋Th＋X。h＝＝
㈱　δ」＋X。j＝
働　δ9＝
（48）　　δ149＝
（49）δ151＋A。＝＝
　　　　　　　ユヨリ（50）δエ60＋Tloo＋ΣTh＝
　　　　　　　h＝101
（h・＝102，103，…，ユ30）
（j＝＝131，132ジ・・！39）
（g　＝一　140，141，…　148）
かくして左辺には金融項目δおよびその他の諸変数が集められたわけである
が，これらは以前は考察されなかったものばかりであり，しかもこれまでの
86個の変数で表示できないものでもある。もし⑬一（50）の左辺部分を単一の変
数とみなせば新たに加わるのは変数が52個であるのに対して方程式数は51本
（独立なもの）であるから，自由度はユだけ滅少することになるように見え
る。
　ここで，以上に総括したようなシステム拡大プロセスについていくつかの
ポイントを特記しておく必要がある。第！に，TIOI＝Xo，101が定義としそ仮定
されている。第2に，δiO1は1948年データ表ではVvであるが，モデル表で
はいつもそうであるとは限らないとの意味において変数化されている。それ
は，もしδ101－0を仮定すれば，次のような次第によって自由度が1だけ減
少するという理由にもよるのであろう。すなわち，もしδIOI＝Oなら，　L，＋
A1＋S1は既述の計86個のベーシス変数，価値判断材料変数の1次関数とな
る。なぜなら，L1＋A1＋S1以外のセクターNo，1からその他セクター・家計
・投資への販売額がこれら86個の変数によって決定されるからである。もし
T＊10iが自由変数なら，　dl－L1＋A1＋Sl－T＊lolも自由変数たり得るが，定義
的にT㌔1－0なら，dlはベーシス変数でなくなb，かくてdk．（k＝1，2，…
30）をベーシスにとれなくなってしまう。つまり
く51）　Sio，＝T＊ioi＝O
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なら，1948年表ではXk，エOl＝・O（kS・24）なので
　　　　　　　　　　ユヨロ　　　　ユヨ　　　　　　エ　　
（52）A1・＝Bloi＋X24，10一〔ΣX11、＋ΣClj＋ΣJ19〕
　　　　　　　　　　b＝100　　　　j＝131　　　　　9；140
となり，右辺のすべての変数がベーシス変数表示可能となるから，圃はベー
シス変数に対する1本の追加制約となる。換言すれば，ベーシス変数となり
得るdkはk　・一（2，3，…30）に限定されるのである。
　第3に，最後の（50）は（43H4吻計51本の式を新たに逐次追加して行った結果
としてのシステムに従属することとなる。δ160は他のバランス項目の和に負
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ　の符号をつけたものに等しいし，Tieo＋　2h。　iOiThは（43）　｝Cすでに含まれずみだ
からである。かくて働一働までを逐次追加しおえるならば，52本の金融的バ
ランス関係を包含したインターフロー分析用システムが完結し，　しかも自由
度は核システムと同じく50であり得る。
IV　政策策定の2段階構想との関連一結語
　さて，オスロ・メディアン・モデルは前節で議論したような内容を持って
いるが，それはブリッシュの政策論哲学とも称すべき政策編成の2段階分析
論といかにかかわり合うか。換言すれば当該モデルが時とともに円熟・明確
性を増してきたブリッシュの政策学方法論の観点から判断して妥当な構成を
とっているかどうか，を検討しておかなければならない。
　そのためにはこの2段階分析の意味を提示する必要があるが，それをブリ
ッシュみずからに語ってもらうのが上策というものだろう。すなわち，合理的
な政策策定のためには，策定「作業の2つの局面一セレクション（sel㏄tion）
とインプリメンテーション（implementation）一を［卿蜜かつ正確に区別す
ることから始めなければならない。セレクション分析は次の事柄のみを考察
するときに得ることのできる，または得られるべきものの研究である。すな
わち，第1に技術的諸関係や人間行動を支配する最も根源的な諸関係（血ost
deep・rooted　relations）一たとえば効用と需要に対するそれの影響一のよ
うな経済活動にとって基礎的な諸条件，および第2に国全体または世界にお
　　　　　　　　　　　　　　　一23一
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いて達成される成果についての選好である。セレクション分析ではわれわれ
は，そのもとに国の経済活動あるいは世界のそれが行なわれ，あるいは行な
われるべき経済的諸制度のシステムに対してほとんどあるいは全然注意を払
わない。インプリメンテーション分析はセレクション分析において最適なも
のとして導出された国民経済あるいは世界経済の特定解（particular　cons－
tellation）を実現させるのに最も役立つ国ないし世界の諸制度の種類を研究
するものである。セレクション分析はインフ。リメンテーション分析に先行し
なければならない。もしそれを逆に行なうなら，われわれは馬の前に馬車を
つなぐことになるだろう。セレクション分析は説明モデルないし予測モデル
とは区別されるものとしての数量的決意モデル（decison　mode1）に基づい
てうちたてられなければならない。それこそは将来の計量経済学的計画編成
研究の際立った特徴であろうと私は信じる。というのは，われわれの主要な
関心はいかにすれば経済がベストに誘導され得るかということについての研
　　　　　　　　　　　〈19＞究作業だろうからである。」要約すれば，前段モデルで最も根元的な条件下
での最適状態を確定し，それから後段モデルによって前段で確定ずみの最適
目標を達成できるような制度探究を行なうというのである。
　それではメディアン・モデルの分析体系はこの方法論の線上にあるだろう
か。ee　1に，メディアン・モデルの構成作業は，いまや明らかなように，ま
ず経済の循環構造の設定すなわちインターフロー表の作成から始められてい
る。経済学の体系化が経済解剖学の形成からスタートしたように，政策モデ
ルもまず政策対象としての国民経済構造の把握から始められなければならな
いというわけであろうが，それよりも重要で本質的な論点はインターフW一
表こそが「経済活動にとって基礎的な諸条件」の豊富な宝庫をなすというこ
とであろう。実際，同表からの諸関係式は経済体制のいかんや経済状態のい
かんにかかわらず，経済現象がそれによって制約されざるを得ない定義的関
係ないしは会計的恒等式であるとの意味において最も基礎的であるばかりで
＜19＞　Frisch〔3），1202一ユ203ページ。附線部分は原文でイタリック。
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なく，読みとり得る関係式数の多いことはまことに印象的と云わざるを得な
いのである。かくしてこのことはメディアン・モデルをセレクション・モデ
ルとして規定しうる材料の1つとなろう。
　第2に，想起されなければならないのは皿一3で見たように，メディアン
・モデルの方程式体系がかような基礎的定義式のみならず心術的関係式なら
びに行動方程式をも含んでいたことである。問題は，これら後者がいかに基
礎的であるかということである。重要なものについて検討しよう。まず，（16＞
はレオンチェフ・タイプの固定投入係数の仮説に対応する生産関数であり，
技術的関係式であるから，基礎的と判断できるだろうが，行動方程式につい
てはどうか。⑬⑳は線型エンゲル関数であるから，その背景には消費家計
の2次効用関数が伏在しなければならない。22）〔28）（31）は総額の配分式として定
式化されており，理論的根拠に最もとぼしい経験式・統計式の類型に属すも
のである。（25｝の要素所得分配式は背景に固定本源要素投入係数の仮説がある
だろうから，（16）の1変種とみなし得よう。閉は変換所得式であり，各家計グ
ループの資産所得式であり，各家計グルーフ。の資産所有構成したがって財産
制度に依存するだろう。
　ひるがえってセレクション・モデルを構成する資格条件としての関係式の
基礎性は，分析技術上の観点からすれば，関係式の自律度が高くなければな
らないということであろう。もしそうなら，技術式（16）2外は厳密に云って基
礎的関係式とはみなし難いであろう。というのは経験式は自律度最低の関係
式たらざるを得ず，また行動方程式は効用関数，生産関数等の基礎的関係に
比して自律度が低いからである。本来，普通に云われるような行動関数は基
礎的となり得ないように思われる。というのはそれがなんらかの意味での価
格要因を説明変数としており，その限りにおいて価格システムという制度要
因を含むからである。かような意味においてオスロ・メディアン・モデルは，
厳密に云って，セレクション・モデルと規定できず，さりとてインプリメン
テーション・モデルとも云えないのだから，結局両者の混合モデルであり，
　　　　　　　　　　　　　　　一25一
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2段階政策編成論が充分に生かされきっていないという結論に到達するので
ある。
　もっとも個以外の諸関係式におけるパラメータを政策当局の選好対象と考
えることができる。たとえば（22）の投資関数は普通にいわゆる投資関数ではな
く，総投資の部門間配分に関する当局の選好態度を量的に表わすと考えるの
である。実際，行動関数力厩設のように素朴なスペシフィケーションで充分
であるはずはなく，またセレクション・モデルは政策目標として最適経済状
　　　　　　　　　　　　　　　　　〈20＞：態の大枠を先決することにあるのだから，かかる見方が適当であろう。かく
して先決された配分結果を民間経済活動が究局的にはジャスティファイする
　　　　　　　　　　　　　ぼことになるように制度編成の’可能性を研究するのがインプリメンテーション
・モデルに課せられた問題と考えようというわけである。そのときメディア
ン・モデルはセレクション・モデルと規定できるであろう。
　オスロ・メディアン・モデルはプリッシュの理論体系の発展過程における
1つの重要な里程標として興味ある諸問題を含むものと云えるだろう。
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